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1.　はじめに

大気中の二酸化炭素濃度増加による気候変動の影響を
検討するためには海洋における二酸化炭素吸収・放出の
評価が必要不可欠である。外洋域では 1950年代から二

酸化炭素分圧の観測が開始され，データが蓄積してきて
いる（e.g. , Takahashi, 1961）。その結果，現在では年間
約 2.0 PgCの二酸化炭素が大気から海洋に吸収されてい
ると報告されている（Takahashi et al. , 2009; Wannink-
hof et al. , 2013）。しかし，これまでの海洋における二酸
化炭素収支推定において，沿岸海域における二酸化炭素
吸収・放出の効果は含まれてこなかった。これは，沿岸
海域における二酸化炭素分圧の変動は活発な生物活動や
陸域起源有機物供給・分解の影響を受け外洋域での変動
に比べ非常に大きく，時空間変動を詳細にカバーした研
究例は非常に限られているためだと考えられる。
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沿岸海域における二酸化炭素分圧の観測結果は，1990
年代にヨーロッパ河口域で初めて報告された（e.g. , Wol-
last, 1991; Frankignoulle et al. , 1996; Frankignoulle et 
al. , 1998）。その結果，沿岸海域の二酸化炭素分圧（最大
9,425 µatm）は大気の二酸化炭素分圧（約 400 µatm）に
比べて非常に高く，大量の二酸化炭素が大気へと放出さ
れていることが明らかとなった。この結果は，西ヨー
ロッパの人間活動による大気への人為起源二酸化炭素放
出量の約 10％に相当する量であった（Frankignoulle et 
al. , 1998）。Frankignoulle et al.（1998）の報告以降，沿
岸海域における二酸化炭素収支研究には注目が集まり，
2000年代後半以降には総説論文がいくつか出されるほど
にデータは蓄積してきた（Borges, 2005; Chen and Borg-
es, 2009; Borges and Abril, 2011; Chen et al. , 2013）。そ
の結果，沿岸海域は大気への二酸化炭素の放出域である
と結論付けられている。そして，全球規模における二酸
化炭素収支推定を行うと年間の放出量は 0.26-0.50 PgCで
あり，外洋域における吸収量の 10-20％程度をキャンセ
ルする可能性があることがわかってきた（Borges, 2005; 
Chen and Borges, 2009; Borges and Abril, 2011; Chen et 
al. , 2013）。しかし，これまでの観測は大河川河口域が中
心で大都市沿岸海域での報告はほとんど行われていな
い。大都市沿岸海域では，河川水の流入に加え流域での
人間活動の影響を強く受けており，特に下水処理場を通
した生活排水の流入がある（e.g. , Kuwae et al. , 2016; Ku-
wae et al. , 2017）。また，これまでは大気－海洋間の二酸
化炭素放出量・吸収量を評価したものが多く，水柱全体
の炭素収支に踏み込んで研究が行われた例はほとんどな
い。
現在人類の約 50％は沿岸域で生活をしており，人口

1,000万人以上の都市と定義されているメガシティは世界
で 20都市ある。これらのうち 3分の 2は沿岸域に位置し
ており，今後も増加していくと推定されている（Nelle-
man et al. , 2008）。そのため，メガシティに隣接した沿
岸域というのは，現在の炭素循環を考えるだけではなく，
将来の沿岸域における炭素循環を予測するうえでも非常
に重要な海域であると考えられる。東京湾は世界最大の
メガシティである東京を流域に持っており，流域人口は
約 3,000万人と日本の全人口の約 25％を擁している。東
京湾には下水処理場を通した大量の処理水（生活排水）

の流入があり，淡水流入量の約半分が下水処理水と言わ
れている。そのため，下水整備が十分ではなく未処理の
下水が流入している都市沿岸海域に比べ，有機物供給量
が減少し，炭素循環に変化が起きている可能性がある。
また，東京湾流域の一部の下水処理場では 1995年から
高度処理を行っており，栄養塩類の直接除去を行ってい
る。そのため，炭素循環のみならず栄養塩環境にも大き
な影響を及ぼしていると考えられる。本稿では，前半に
東京湾における二酸化炭素収支を含む炭素収支につい
て，後半に東京湾における栄養塩類の変動について紹介
する。

2.　東京湾の炭素循環

東京湾における観測は，東京海洋大学練習船「青鷹丸」
と「ひよどり」を用いて行った。東京湾における二酸化
炭素収支研究は平衡器にガス透過膜（三層複合中空繊維
膜 MHF304EED，三菱レイヨン）を用いた自作の二酸化
炭素分圧連続測定装置を用いて行った（前田，2008; Ku-
bo et al. , 2017）。
東京湾における二酸化炭素分圧も海外の沿岸海域同

様，低塩分域では大気の二酸化炭素分圧に対して過飽和
であり非常に高い値となっていた（最大 7,218 µatm）。
しかし，塩分が増加するにつれ二酸化炭素分圧は低下
し，東京湾の大部分で大気の二酸化炭素分圧に対して未
飽和となっていた（21,076データ中 16,345データが未飽
和）。これらのデータから東京湾の二酸化炭素収支を推
定すると，東京港付近では二酸化炭素の放出域
（15.2 mmolC m-2 day-1）であるが，その他の大部分が二
酸化炭素の吸収域（－10.6 mmolC m-2 day-1）であること
が明らかとなった（Fig. 1）。東京湾全域における年間の
二酸化炭素吸収量は 5.2× 1010 gC year-1と推定すること
ができた。
東京湾の湾中央部・湾口部の二酸化炭素分圧の季節変

化は，春季から夏季にかけて非常に低い値をとり（70-
336 atm），秋季から冬季にかけて大気の二酸化炭素分圧
に近い値となっていた（264-449 atm）。クロロフィル a
濃度は春季から夏季にかけて非常に高く，秋季から冬季
にかけて低くなっていた（Fig. 2）。クロロフィル a濃度
と二酸化炭素分圧の結果には逆相関関係があったため



Figure 1

Fig. 1.　Map of (a) sea-air flux (mmol C m-2 day-1) and (b) salinity, binned into a 500 m×500 m horizontal resolu-
tion grid. Positive flux values (red) represent the outgassing of CO2 to the atmosphere, and negative values 
(blue) represent uptake. This figure is modified from Kubo et al.. (2017).
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（R2＝ 0.64, P＜ 0.001, n＝ 77），植物プランクトンの光
合成による二酸化炭素消費によって二酸化炭素分圧が大
気より低い値になっていると考えられた。一方，東京港
入口では，二酸化炭素分圧は 93-1,932 atmの範囲で変動
しており，明瞭な季節変化は見られなかった。塩分が低
い時に高い二酸化炭素分圧が観測されたが，観測期間を
通して有意な相関関係はみられなかった。東京港入口で
も非常に高いクロロフィル a濃度の時に大気の二酸化炭
素分圧より低くなっている時もあった。しかし，塩分と
同様にクロロフィル a濃度が高くても二酸化炭素分圧が
高い場合があり，有意な相関関係はみられなかった。東
京港入口でも，湾中央部・湾口部同様に，植物プランク
トンの光合成による二酸化炭素消費が起こっていたと考
えられる。しかし，東京港入口は陸域から近い場所に位
置しており，淡水流入の影響を強く受けている。そのた
め，下水処理水などから流入する粒状有機炭素や易分解
性有機炭素の分解による二酸化炭素生成の影響をより強
く受けていたと考えられる。その結果，年間を通して見
れば大気への二酸化炭素放出域となっていた。
世界の沿岸海域における二酸化炭素分圧の観測結果と

は異なり，東京湾では二酸化炭素の吸収域となっていた。

これまで，淡水流入量の少ない塩分の高い沿岸海域は，
淡水流入量の多い海域に比べて二酸化炭素の放出量が少
ないことが報告されている（Jiang et al. , 2008）。これは，
流入する陸域起源有機物の供給量が相対的に少なく，そ
の結果，分解してできる二酸化炭素が少ないためだと考
えられている。同様に，東京湾も淡水流入量の少ない沿
岸海域に該当する。さらに，東京湾流域では下水処理場
における大量の有機物除去が行われている。東京湾流域
下水処理場での有機物除去量を推定すると 7.7×
1010 gC year-1と見積もることができ（日本下水道協会，
2020），東京湾における二酸化炭素吸収量とほぼ同等で
あった。その結果，流域の下水整備率がほぼ 100％の東
京湾では陸から供給される有機物量が一層低下し，二酸
化炭素の吸収域となっていたと考えられる（Kubo et al. , 
2017）。東京湾の二酸化炭素分圧の観測を行っていた
2010年頃は，下水処理場で除去された汚泥は 55％が燃
焼処分されていた。しかし，近年では 27％が燃焼処分さ
れているものの，多くがエネルギーや農業利用にリサイ
クルされており，この割合は年々増加している（日本下
水道協会，2020）。このまま汚泥処理が適切に管理され，
リサイクルが進んでいくことで大気への二酸化炭素排出



Figure 2

Fig. 2.　Seasonal variations of (a, d) pCO2 and atmospheric pCO2 (the dotted line), (b, e) salinity, and (c, f) Chl a 
at the Bay Mouth (35.19N, 139.70E), Central Bay (35.42N, 139.79E), and Tokyo Port Entrance (35.59N, 139.79E). 
This figure is modified from Kubo et al. (2017).
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量削減と海洋における二酸化炭素吸収の両方のメリット
を得ることができる（Kuwae et al. , 2016; Kuwae et al. , 
2019）。
次に，東京湾全域における表層から底層にかけての全

炭酸，溶存有機炭素，粒状有機炭素濃度を分析し，東京
湾の炭素収支をボックスモデルから推定した（Kubo and 
Kanda, 2020）。ボックスモデルは松村ら（2002）が行った
方法と同様の条件設定で行った。その結果，東京湾にお
ける一次生産速度と有機炭素堆積速度はそれぞれ 414 
gC m-2 year-1，3.1× 1010 gC year-1と見積もることが出来
た（Kubo and Kanda, 2020）。測定方法は異なるものの，
1970-1980年代の一次生産速度（＞1,000 gC m-2 year-1; 船
越ら，1974; Shibata and Aruga, 1982 ; Yamaguchi et al. , 
1991）と比べて 3分の 1以下であった。一次生産速度は
大きく減少していたにも関わらず，1970年代の有機炭素
堆積速度は現在と同程度であった（4.2× 1010 gC year-1; 
Matsumoto, 1985）。また，堆積物中の炭素安定同位体比

と有機炭素／有機窒素比から有機炭素の起源推定を行っ
たところ，東京湾表層堆積物の約 70％が東京湾での一次
生産起源，約 30％が陸域起源有機炭素であった（Kubo 
and Kanda, 2017）。これは，東京湾に流入する陸域起源
有機炭素（4.9× 1010 gC year-1）の約 20％が東京湾内で
堆積していることを示している。また，東京湾流入河川
水の有機炭素の分解実験から，陸域起源有機炭素の約
40％は湾内で分解し，残りの約 40％が難分解性有機炭素
として東京湾・東京湾外へ輸送されていた（Kubo et al. , 
2015; Kubo and Kanda, 2020）。この陸域起源難分解性有
機炭素の湾外への輸送は，東京湾表層の蛍光性溶存有機
物観測からも支持できる結果が得られている（Kubo et 
al. , in prep.）一方，東京湾内における生物活動による難
分解性有機炭素生成の寄与はわずかであった（Kubo et 
al. , 2015）。過去に東京湾流域河川・東京湾で行われた有
機 物の分 解 実 験の結 果（Ogura, 1975）と Kubo et 
al.（2015）で行った分解実験の結果を比較すると河川・
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Fig. 3.　Carbon cycling model in Tokyo Bay in (a) 2011-2012 and (b) the 1970s. The illustration was created by 
the image library, which was free material provided by Integration and Application Network, University of 
Maryland Center for Environmental Science (ian.umces.edu/imagelibrary/). This figure is modified from Kubo 
and Kanda (2020).
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れており，相対的に少量の易分解性有機炭素が供給され
ている。そのため，有機物分解による二酸化炭素供給を
上回る光合成による二酸化炭素消費が起こり，二酸化炭
素の吸収域となっていた（Fig. 3）。一方，1970年代の東
京湾の炭素循環像は栄養塩と難分解性有機炭素に加え，
現在より大量の易分解性有機炭素が流入していた。ま

東京湾ともに易分解性有機炭素は 80％程度，難分解性有
機炭素は 30％程度が減少していた。この有機炭素濃度の
減少も流域での下水整備率の増加や下水処理効率の増加
によるものだと考えられる。
現在の東京湾における炭素循環像をまとめると，東京

湾は陸域からの栄養塩と難分解性有機炭素が主に供給さ
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た，現在と有機炭素堆積速度に大きな変化は見られな
かった。そのため，活発な生物活動を上回る有機物分解
が起こり二酸化炭素の放出域となっていた（Fig. 3）。
1970年代の東京湾における炭素循環像は，現在世界の多
くの沿岸海域で報告されている炭素循環像と一致してい
る（e.g. , Brauko et al. , 2020）。そのため，東京湾流域の
下水整備に伴う炭素循環変化は，今後世界の下水整備に
伴い同様の変化が起こる可能性が考えられる。
静岡県西部に位置する浜名湖は，東京湾同様に富栄養

化し流域の一部が都市化されている。浜名湖流域の浜松
市における下水整備率は政令指定都市の中では非常に低
く，令和 2年度現在で約 80％となっている。そのため，
現在下水整備を進めており，浜名湖では東京湾で起こっ
た炭素循環変化が今まさに起こっている可能性がある。
しかし，浜名湖全域における年間を通した観測結果から
浜名湖全域における二酸化炭素分圧は 284± 136 µatm
（平均±標準偏差；n＝ 336）となっており，年間を通し
て大気の二酸化炭素分圧に対して未飽和であった。ま
た，溶存酸素飽和度は 108± 19％であり年間を通して過
飽和となっていた（Fig. 4）。そのため，浜名湖は東京湾
同様に活発な植物プランクトンの光合成による二酸化炭
素消費が，下種処理場などの陸域からの有機物供給・分
解による二酸化炭素生成の効果を上回っていた。その結
果，浜名湖もすでに二酸化炭素の吸収域となっているこ
とが明らかとなった（Kubo et al. , 2021）。近年，流域の
下水整備率の高い大阪湾（藤井ら，2013; 遠藤ら，2017）
や伊勢湾（Tokoro et al. , 2021）でも東京湾や浜名湖と同
様に二酸化炭素の吸収が報告されている。そのため，日
本の大都市・都市沿岸海域は大部分がすでに二酸化炭素
の吸収域になっていると考えられる。これは，日本の沿
岸海域は淡水流入量が少なく陸域起源有機炭素の流入が
少ないことに加えて，流域での下水処理による結果だと
考えられる。また，二酸化炭素の吸収が報告されている
日本の沿岸海域では，海外の沿岸海域に比べ下水処理場
から流入する化学的酸素要求量（有機炭素量の指標）と
全窒素の比が低くなっている。そのため，沿岸海域に流
入する窒素に比べ相対的に炭素が少ないことが二酸化炭
素の吸収域となる一つの要因と考えられる（Kubo et al. , 
2021）。

3.　東京湾の栄養塩循環

東京湾流域から東京湾への窒素・リン負荷は高度経済
成長期に急増し，1970年代前半に増加は一段落した。ア
ンモニウム塩濃度は 1970年代後半から 1980年代前半に
かけて再び上昇し，その後は 2000年代前半まで減少傾
向であった。硝酸塩濃度は，1980年代後半まで増加を続
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レッドフィールド比より高かった。TDN（DIN＋DON）/
TDP（リン酸塩＋DOP）比も同様にレッドフィールド比
より高く，観測点 F3表層では有意な増加傾向がみられ
た。
これらの結果から，東京湾の栄養塩類濃度は 1990年
代前後を転換点として低下に向かい始めた可能性があ
る。特に，東京湾流域で 1995年から開始された下水の
高度処理が東京湾における栄養塩類濃度減少の要因だと
考えられる。観測期間を通して東京湾流域での下水処理
水量に有意な増減傾向はみられなかったが，高度処理水
量は有意に増加していた。さらに東京湾表層の年平均
DIN濃度とリン酸塩濃度は東京湾流域での年間高度処
理水量と有意な負の相関関係がみられた（Fig. 6）。1995
年以降，東京湾流域下水処理場における高度処理水量は
年間約 5.0× 107 m3増加している。DIN・リン酸塩濃度
と高度処理水量から得られた回帰直線から DINとリン
酸塩濃度の減少率はそれぞれ－1.5 µmol L-1 year-1と
－0.025 µmol L-1 year-1と求めることができた。これは，
Sen’s slope（Seasonal Mann-Kendall傾向検定で有意な
増減傾向が認められた場合に求められる減少率）と概ね
一致していた（DIN; －1.2 µmol L-1 year-1，リン酸塩；
－0.019 µmol L-1 year-1）。また，東京湾流域の下水処理
場における全窒素・全リンの処理効率は，1995年にはそ
れぞれ 40％・60％であったが 2014年には，61％・65％に
上昇していた。そのため，東京湾流域の下水処理場にお
ける高度処理水量の増加や処理効率の増加に伴う東京湾
への栄養塩類負荷量の減少が東京湾における栄養塩類濃
度減少に大きく寄与していると考えられる（Kubo et al. , 
2019a）。
一方，光合成量の増加によって表層の栄養塩類濃度が
低下した可能性も考えられる。しかし，植物プランクト
ンの現存量を示すクロロフィル a濃度は表層では有意な
増減傾向はなかったものの，水深 5 mや 10 m及び鉛直
積算クロロフィル a濃度は有意に減少していた（Table 1, 
2）。このクロロフィル a濃度の減少は，東京湾における
一次生産量の長期的減少傾向と一致している。そのため，
光合成量の増加により栄養塩類の消費量が増加するとい
う説明とは矛盾する。
東京湾における高い DIN/リン酸塩比より，東京湾の

一次生産は窒素よりもリンが不足する場合が多いと考え

け，その後 2000年代前半まで横ばいであった。これは，
1970年頃までは流域での下水処理が十分ではなく，未処
理の下水が直接東京湾に流入していた。そのため有機物
から分解して生じたアンモニウム塩が多く含まれており，
濃度が上昇していたと考えられる。その後，下水処理場
が整備されるとともに酸化された硝酸塩が湾内に流入す
るようになり濃度が上昇したと考えられる（野村，1995）。
一方，リン酸塩濃度は 1970年代前半のピーク以降，2000
年代前半まで減少傾向であることが報告されている（江
角，1979; 小川・小倉，1990; 神田ら，2008）。これは，合
成洗剤の無リン化により流域からの負荷が大きく減少し
たためだと考えられる。1980年代から 2000年代前半ま
で，窒素・リンともに流域からの負荷量は漸減している
と推定されているものの，東京湾の水質改善に反映され
ているとする見解は未だに少ない。
東京海洋大学（旧東京水産大学）では 1989年 1月から

東京湾の 2定点［観測点 F3（多摩川河口沖；35.51N, 
139.82E）および観測点 F6（木更津沖；35.42N, 139.79E）］
で継続して観測を行っている（e.g. , 松村ら，2001; 神田
ら，2008）。本稿では，1989年 1月から 2015年 3月まで
の栄養塩類（アンモニウム塩，硝酸塩，亜硝酸塩，リン
酸塩，ケイ酸）濃度，クロロフィル a濃度の観測結果を
解析に用いている。また，溶存有機態窒素（DON）・リ
ン（DOP）測定用サンプル採取は 2006年 11月から行っ
ている。
東京湾の観測点 F3の表層水における水温，塩分，栄

養塩類，クロロフィル a濃度，DON，DOPの経年変動
を Fig. 5に示した。また，全ての観測結果に対して Sea-
sonal Mann-Kendall 傾向検定を行い，増減傾向の有無
を検定した（Table 1, 2; Kubo et al. , 2019a）。アンモニウ
ム塩と硝酸塩は全ての観測点・観測深度で減少傾向で
あった。一方，リン酸塩は表層で減少傾向であった。湾
中央部の観測点 F6では底層でも減少傾向であった。リ
ン酸塩濃度は 2000年以降，春～夏の表層水ではしばし
ば検出限界以下（＜ 0.05 µmol L-1）であった。クロロ
フィル a濃度は鉛直積算値では減少傾向であったが表層
では有意な増減傾向はみられなかった。DON濃度は有
意な増減傾向はみられなかったものの，DOPは表層で減
少傾向であった。12か月移動平均を行った表層の溶存無
機窒素（DIN）とリン酸塩濃度比は観測期間を通して
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Fig. 5.　Long-term changes in water temperature, salinity, nutrients, Chl a, and DOM during the 27-yr period at 
the surface water of Station F3. Solid and dotted lines indicate the 12-month running means and original data, 
respectively. This figure is modified from Kubo et al. (2019a).
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Table 1 

Results of the Mann-Kendall tests for the temporal trends of nutrients, chlorophyll a, and DIN/phosphate from January 1989 to 

December 2015, DON, DOP, and TDN/TDP from June 2006 to December 2015 at station F3. The test was applied to concentrations at 

each depth and to the vertically integrated concentrations. Decreasing and increasing trends with significance are shown as “–” and “+”, 

respectively. “***” indicate significance level at  =0.001, “**” at  =0.01, “*” at  =0.05. “±” indicates that no significant trends are 

detected. This table is modified from Kubo et al. (2019a). 

Depth NH4+ NO3- NO2- DIN PO43- Si(OH)4 DON DOP Chl a DIN/PO43- TDN/TDP 

0 –*** –*** –*** –*** –*** –*** ± –** ± ± +** 

5 –*** –*** –*** –*** –*** –*** ± ± –*** ± +** 

10 –*** –*** –*** –*** ± ± ± ± –*** ± +* 

15 –*** –*** –** –*** ± ± ± ± ± ± ± 

20 –*** –*** ± –*** ± ± ± ± ± ± ± 

Integrated –*** –*** –*** –*** ± –** ± ± –** ± +* 

 
  

Table 1.　Results of the Mann-Kendall tests for the temporal trends of nutrients, chlorophyll a, and DIN/phos-
phate from January 1989 to December 2015, DON, DOP, and TDN/TDP from June 2006 to December 2015 at 
station F3. The test was applied to concentrations at each depth and the vertically integrated concentrations. 
Decreasing and increasing trends with significance are shown as “‒” and “+”, respectively. “***” indicate signifi-
cance level at α=001, “**” at α=0.01, “*” at α=0.05. “±” indicates that no significant trends are detected. This 
table is modified from Kubo et al.. (2019a).

Table 2 

Results of the Mann-Kendall tests for the temporal trends of nutrients, chlorophyll a, and DIN/phosphate from January 1989 to 

December 2015, DON, DOP, and TDN/TDP from June 2006 to December 2015 at station F6. The test was applied to concentrations at 

each depth and to the vertically integrated concentrations. Decreasing and increasing trends with significance are shown as “–” and “+”, 

respectively. “***” indicate significance level at  =0.001, “**” at  =0.01, “*” at  =0.05. “±” indicates that no significant trends are 

detected. This table is modified from Kubo et al. (2019a). 

Depth NH4+ NO3- NO2- DIN PO43- Si(OH)4 DON DOP Chl a DIN/PO43- TDN/TDP 

0 –*** –*** –*** –*** –*** –*** ± –*** ± ± ± 

5 –*** –*** –*** –*** –** –*** ± ± –*** ± ± 

10 –*** –*** –*** –*** ± ± ± ± –*** ± ± 

15 –*** –*** –*** –*** ± ± ± ± –*** ± ± 

20 –*** –** ± –*** ± ± ± ± –** ± ± 

25 –** –** ± –** –** ± ± ± ± ± ± 

Integrated –*** –** –** –** –** –** ± ± –*** ± ± 

 
 

Table 2.　Results of the Mann-Kendall tests for the temporal trends of nutrients, chlorophyll a, and DIN/phos-
phate from January 1989 to December 2015, DON, DOP, and TDN/TDP from June 2006 to December 2015 at 
station F6. The test was applied to concentrations at each depth and the vertically integrated concentrations. 
Decreasing and increasing trends with significance are shown as “‒” and “+”, respectively. “***” indicate signifi-
cance level at α=0.001, “**” at α=0.01, “*” at α=0.05. “±” indicates that no significant trends are detected. This 
table is modified from Kubo et al. (2019a).
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渇した春と夏の間に重要になる可能性がある。リン酸塩
枯渇環境では，微生物はアルカリフォスファターゼを使
用して DOP化合物を利用することができる。東京湾で
は，1970年代（Taga and Kobori, 1978）から 1980年代
（Hashimoto et al. , 1985）に比べて 10倍以上高いアルカ
リフォスファターゼ活性が 2013年夏季に検出された

られる。TDN/TDP比は有意な増加傾向を示しており，
観測点 F3においてリン酸塩濃度は 2000年代以降検出限
界以下になることが複数あった。さらに表層水中の DOP
濃度は 2006年から 2015年の間に減少したが，DON濃
度は変化していなかった（Table 1, 2）。DOPは DONと
比べて分解されやすいため，DOPの利用はリン酸塩が枯



Fig. 6.　The relationship between the annual mean 
volume of advanced treatment effluent and annual 
mean concentrations of (a) dissolved inorganic ni-
trogen and (b) phosphate in the surface waters of 
stations F3 and F6. This figure is modified from 
Kubo et al. (2019a).
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（Sim, 2013）。そのため，植物プランクトンの成長はリン
酸塩によって強く制限されていると考えられる。
リン酸塩濃度は観測点 F6の底層水でも減少していた

（Table 2）。東京湾では貧酸素水塊は成層化の進む 5月
から 9月に主に発生する。その結果，この時期に湾内の
堆積物から大量のリン酸塩が放出される（e.g. , 鈴村ら，
2003; Yasui et al. , 2016）。東京湾の貧酸素水塊の規模は，
1984年から 2002年の間には有意な増減傾向はみられな
かった（安藤ら，2005）。しかし，東京湾の南部（35.458 N
以南）や東部（139.98 E以東）の貧酸素水塊の規模はその
後の 10年間で減少傾向であることが報告されている（安

藤ら，2005; 安藤ら，2014; Ando et al. , 2021）。また，東
京湾底層の溶存酸素濃度と全リン濃度の間に逆相関があ
ることを示されている（安藤ら，2005）。そのため，観測
点 F6の底層水中のリン酸塩濃度の有意な減少は，貧酸
素水塊の減少に伴う堆積物中からのリン酸塩溶出量の減
少によるものだと考えられる。東京湾では秋季に成層構
造が崩れ，表層水と底層水が混合する。そのため，夏季
に堆積物から溶出するリン酸塩が減少すると表層・中層
へのリン酸塩の供給が減少する。その結果，水柱全体の
リン酸塩濃度の低下を引き起こし，一次生産に対するリ
ン制限がより一層加速する可能性がある。
ケイ酸濃度も東京湾表層で減少傾向が見られた（Ta-

ble 1, 2）。しかし，東京湾のケイ酸濃度と下水の高度処
理水量には有意な相関関係は見られなかったため減少要
因は不明であった（Kubo et al. , 2019a）。陸水域・沿岸
海域における物質循環研究は人間活動の影響を強く受け
る窒素・リン循環研究に着目したものが多くあるが，ケ
イ酸に着目したものは少ない。我が国においてもケイ酸
は天然鉱物から溶け出し供給・輸送されるものと考えら
れており，人間活動によって影響を受けないものとされ
ている。そのため，各自治体が行っている公共用水域調
査にもケイ酸は分析項目として含まれておらず（e.g. , Ku-
bo et al. , 2020a），過去のケイ酸濃度のデータはほとんど
蓄積されていない（古米ら，2012）。
近年，人間活動がケイ酸循環にも影響を与えているこ

とが危惧されている（Tréguer and De La Rocha, 2013）。
その原因は，土地利用変化（Struyf and Conley, 2009）
やダムの建設が考えられる（Humborg et al. , 1997）。
Humborg et al.（1997）はダム建設前後のドナウ川におけ
るケイ酸濃度が約 14 µmol L-1から 5.4 µmol L-1へと減少
したことを明らかにした。この変化はダムで水が堰き止
められることにより滞留時間が増加し，珪藻が増殖・沈
降・堆積することにより下流への供給量が減少するため
に引き起こされると考えられている。そのため，これま
で自然環境の影響によってのみ変動すると考えられてい
たが，人為起源による変動も考慮する必要がある。
また，気候変動の影響により降水量や台風の増加に伴

う河川水の出水は増加傾向であると予測されている
（Scavia et al. , 2002; Touma et al. , 2019）。従来の気候変
動に伴う降水量増加により陸域からの溶存無機窒素・リ
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Fig. 7.　Spatial variations of (a) Si(OH)4 concentra-
tions during normal water level, (b) particulate sili-
con (PSi) concentrations during normal water lev-
el, and (c) Si(OH)4 (black circle) and PSi (cross) 
concentrations on October 26, 2019, during the 
flooding events. X-axis indicates the distance from 
upper stream water. Green arrows indicate the po-
sition of the dam and sewage treatment plant. This 
figure is modified from Kubo and Yamahira (2020).
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理放流水量は約 1：1であることが知られている（Kubo 
et al. , 2015）。実際に，荒川中流域のケイ酸濃度は荒川上
流水と下水処理放流水（300 µmol L-1程度）における平

ン酸塩供給量は現在の推定量のそれぞれ約 20％（Sinha 
et al. , 2017），約 3.3～ 16％（Jeppesen et al. , 2009）増加
するといわれている。一方，ケイ酸供給量についてはダ
ムで除去されるもののほとんど変化しないと報告されて
いるが（Seitzinger et al. , 2010），これはケイ酸の変動要
因をダムによる減少しか考慮していないためだと考えら
れる。これまで降雨・出水後は河川水が雨水に希釈され
ケイ酸濃度が低下するという報告（e.g. , Su et al. , 2018）
があるが，出水時に伴うケイ酸供給量の推定はほとんど
なされておらず不明な点が多い。また，近年では気候変
動に伴う海水温の高温化や大気中の熱と水蒸気の増加に
伴い極端気象の悪化が報告されている（Staten et al. , 
2018; Chauvin et al. , 2020）。さらに，このまま温暖化が
進行すると大気循環の変化に伴い，日本上空の偏西風が
北上し台風の移動速度が低下することが予想されている
（Yamaguchi et al. , 2020）。そのため，出水頻度の増加や
出水規模の増大化が起こる可能性がある。
東京湾におけるケイ酸濃度減少要因を明らかにするた

め，東京湾流入河川である荒川の上流から下流にかけて
年間を通した観測を行い，ケイ酸の供給源推定を行っ
た。また，2019年 10月に日本に上陸した台風 19号・21
号による出水時の東京湾へのケイ酸供給量を評価した
（Kubo and Yamahira, 2020）。
ケイ酸濃度は年間を通して上流域で低く（130 µmol L-1

程度），中流域・下流域で増加（240 µmol L-1程度）する
傾向を示していた（Fig. 7）。荒川上流のダム湖内では少
し下流の観測点に比べケイ酸濃度が低かったため，従来
考えられている通り荒川上流のダム湖内でも活発な生物
活動によりケイ酸が減少していたと考えられる。しかし，
減少量は 10 µmol L-1程度であったため中流域・下流域
へのダムでのケイ酸除去の影響は小さいと考えられる。
一方，観測月に関わらず荒川中流域でケイ酸濃度の上昇
がみられた（Fig. 7）。上昇傾向がみられた観測点の上流
側には流域最大の新河岸水再生センターがある。上水道
や工場用水の一部は地下水をくみ上げて利用している。
最終的にこれらの排水は下水処理場に流入し，処理水が
河川に放流されることで下流のケイ酸濃度が増加するこ
とが報告されている（井上・赤木，2006）。これは，一般
的に地下水には高濃度のケイ酸が含まれているためであ
る。また，荒川上流からの河川流量と流域からの下水処
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均濃度と同程度であった。そのため，荒川中流域におけ
る河川水中のケイ酸濃度の増加は下水処理水の流入で説
明することができる。
地下水流入量の増減により河川や東京湾のケイ酸濃度

が変化する可能性がある。しかし，東京都内では 1990
年代から地下水のくみ上げ量はほぼ横這い状態にあり，
近年の東京湾のケイ酸量に対する影響は小さいと考えら
れる（東京都環境局，2006）。そのため，東京湾流域にお
けるケイ酸の主要な供給源は下水処理場であることが分
かったが，東京湾での長期的な減少要因はいまだに不明
である。
出水時のケイ酸濃度は平水時に比べ 20％程度低い値で

あり，雨水によって河川水が希釈されるため濃度が低下し
ていたと考えられる（Fig. 7）。年間（2018年 10月 1日から
2019年 9月 30日）と出水時（2019年 10月 12～ 26日の 15
日間）のケイ酸負荷量推定を層別抽出における比推定
（Beal’s unbiased ratio estimator; Fulweiler and Nixon, 
2005）を用いて行った結果，年間で 1.5×108 mol year-1，
出水時が 1.2×108 mol 15days-1となり 15日間で年間の負
荷量に匹敵する量となっていた（Kubo and Yamahira, 
2020）。Su et al.（2018）は，出水期間はケイ酸塩鉱物の
風化に伴うケイ酸供給より土壌水流出によるケイ酸供給
の寄与が大きくなることを報告している。そのため，出
水による風化の促進や土壌水の流出が大きかったと考え
られる。大規模出水時における物質輸送データは，今後
世界中で起こりうる大規模出水に伴う沿岸海域における
物質循環変化推定のために今後も継続して行いデータの
蓄積を行っていく必要がある。

4.　まとめ

東京湾や流域河川では流域の下水整備・下水処理効率
の増加に伴い粒状有機炭素・易分解性溶存有機炭素の供
給量が大幅に減少していた。一方，難分解性溶存有機炭
素には大きな変化が見られなかった。流域下水処理場で
1995年から開始された高度処理に伴い栄養塩類濃度（溶
存無機窒素・リン酸塩濃度）の減少も起こっていた。現
在の東京湾は世界の沿岸海域とは異なり二酸化炭素の吸
収域となっていた。これは，下水処理場による栄養塩類
除去を上回る粒状有機炭素・易分解性有機炭素の除去の

寄与が相対的に大きい結果だと考えられる。また，1970
年代の東京湾における大気－海洋間の二酸化炭素収支
は，現在の世界の沿岸海域同様大気への放出域となって
いた。そのため，東京湾流域の下水整備に伴い起こった
二酸化炭素の放出域から吸収域への炭素循環変化は，流
域での下水整備進行に伴い世界の都市沿岸海域で起こる
可能性がある。
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The carbon and nutrient dynamics in Tokyo Bay:  
sewage maintenance alters carbon and nutrient cycling

Atsushi Kubo †

Abstract
This article summarizes results of the study conducted on the cycling of carbon and nutrients 
in Tokyo Bay. Extensive surveys on the partial pressure of CO2 in the bay showed that the 
bay acts as a strong net sink for atmospheric CO2, as a result of active photosynthesis driven 
by nutrient loading from the land, which overwhelms the decomposition of terrestrial organic 
matter. This is because sewage treatment plants in the watershed remove most of the labile 
organic carbon and provide mainly recalcitrant organic carbon to the bay. Furthermore, nutri-
ent concentrations in the bay significantly decreased from January 1989 to December 2015. 
These reflect the reduced loading of nutrients into the bay due to the implementation of ad-
vanced wastewater treatment techniques. 
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